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研究成果の概要（和文）：民生部門の温室効果ガス排出量削減を実現するためのロードマップについて、技術的対策の
みでなく、技術の変化によって生み出される社会的変化の過程を含めて示すことについての検討を実施した。オランダ
における研究成果を生かした、技術的変化と社会的変化の関係性の整理、自治体など街作りの主体が低炭素都市を作り
上げるためのマネジメント手法の提案等を実施した。

研究成果の概要（英文）：Roadmap for reducing Greenhouse Gas Emission from residential and commercial secto
r is studied. In this study, the roadmap contains not only the technological measures but also social tran
sition which is triggered by technologies. The relationship between technological transition and social tr
ansition is investigated. As a result of this study, methodologies of management to establish low carbon c
ities by local government is proposed.
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１．研究開始当初の背景 
日本政府が 2050 年までに世界の温室効果

ガスを半減することを提案するなど、今世紀
前半においては温室効果ガス排出の大幅削
減、そのためのエネルギー消費削減への努力
が全人類的な課題となる。このような背景か
ら、多様な技術オプションの温室効果ガス排
出削減への貢献度を推計し、それを積み上げ、
温室効果ガス大幅削減の可能性を確認する
研究が行われている。さらに、技術の「望ま
しい普及量」が議論され、さらなる開発が必
要な技術については、技術開発ロードマップ
が開発され、関係者での共有がなされている
（たとえば、NEDO の太陽光発電ロードマップ
PV2030 や資源エネルギー庁の省エネルギー
技術戦略）。 
しかし、一連の検討において議論されてい

るのは「技術のみ」の変化である。技術ロー
ドマップは当該技術が装置などの形で実用
化されるまでの道筋を示すものであり、実用
化された技術がいかに社会で使用され、利用
が拡大するか、その道筋は示されていない。
本提案は、民生部門に起因する温室効果ガス
を大幅削減するための道筋を、技術的変化と
社会的変化を含めて示すロードマップの開
発を目的とする。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、我が国の民生部門における温室
効果ガス排出量の大幅削減を実現するため
のロードマップを開発する。本ロードマップ
は技術的な変化のみを示すのではなく、技術
的変化に伴う社会的変化の過程を示すシナ
リオとそれらに対応する温室効果ガス排出
量削減効果で構成される。ロードマップの作
成においては、都市計画、建築・住宅生産シ
ステム、制度など、省エネルギー技術、エネ
ルギー転換技術の導入・普及に影響を及ぼす
要素をリストアップし、歴史的変遷をたどる
ことでそれらの要素が技術普及に及ぼす影
響を明らかにするとともに、温室効果ガスの
大幅削減を実現するような技術的変化がい
かなるメカニズムで生じるかを明らかにす
る。これらの知見に基づいて、より望ましい
技術的変化を生じさせるマネジメント策を
立案する。 
 
３．研究の方法 
 省エネルギー型都市・街区の実践に向けた
方法論を確立するため、以下のような調査・
研究を実施した。 
(1) エネルギーシステムの規模や供給と需要

の等価性に関する、これまでの議論の整
理。 

(2) 都市エネルギーシステムの定義と要素
（省エネルギー戦略）のプロット 

(3) 都市エネルギーシステムにおけるエネル
ギー消費決定要因の整理とその関係性を
再現するエネルギー需要モデルの開発 

(4) 民生部門エネルギーシステムの最終目的

である「エネルギーサービス」の動向調
査 

(5) 民生家庭部門・民生業務部門それぞれの
エネルギー消費削減シナリオ・ロードマ
ップについて、本研究室所有の都市エネ
ルギー最終需要モデルによるケーススタ
ディ結果の整理 

(6) 都市エネルギーマネジメント手法の整理
と、それを実行する上で重要となるコ・
ベネフィットの整理、具体例としてヨー
ロッパの低炭素まちづくり事例の実地調
査 

(7) 近年の重要な動向であるスマートコミュ
ニティに関する国内外の実地調査と都市
エネルギーシステムの変化が電力システ
ムに及ぼす影響の整理 

(8) 海外の大胆な取り組みをおこなっている
公営エネルギー会社の活動調査 

(9) 都市におけるエネルギーマネジメントの
ための政策メニューの整理 

(10) 都市におけるエネルギー消費実態
の把握手法の整理 

(11) 海外における長期エネルギー戦略
ロードマップの実例調査 

(12) 社会システムにおいて構造的な変
化が生じるメカニズムやモデルに関する
情報収集と整理 

(13) 社会システムにおいて構造的な変
化を誘導するマネジメント手法 

(14) 家庭部門、業務部門の技術的変化、
電力系統における歴史的変遷の調査と整
理 

 
４．研究成果 
本研究では家庭部門、業務部門のエネルギ

ー需要を形成している要素を建築仕様、建築
設備およびエネルギー消費機器の仕様、所有、
構成、居住者・建物利用者の行動に分類し、
それらの要素がエネルギー需要に及ぼす影
響を定量的に分析するとともに、エネルギー
需要が決定される構造を再現するエネルギ
ー需要推計モデルを開発し、関西電力管内に
適用した。開発したモデルを用いて、各種省
エネルギー技術、分散型発電技術が普及する
ことによって生じるエネルギー需要の変化
を推計した。また、これらの技術の普及によ
って生じうる電力系統側での変化を調査し、
定量的にその評価を行なった。これらは家庭
部門、業務部門、電力系統に関連するエネル
ギーシステムの構成要素がエネルギーシス
テムの性能に及ぼす影響を明らかにするも
のである。これに加えて、家庭部門、業務部
門の技術的変化、電力系統における歴史的変
遷を調査し、オランダにおいて開発された
Multi-level Perspective を用いて技術的変
化と社会的変化の関係性を整理した。 
これらの知見に基づいて、より望ましい技

術的変化を生じさせるマネジメント策を大
阪府茨木市地球温暖化対策実行計画に対し
て提案し、その内容が採択された。本計画の



特徴は、地球温暖化の中期目標として、温室
効果ガスの削減目標だけでなく、長期的な大
幅削減に繋がる社会的変化が生じることを
「プロセス目標」として設定している点であ
る。本実行計画に基づいて運営されているプ
ラットホームに参画し、プロセス目標の達成
に向けて「2050 年大幅削減に繋がる取組の萌
芽」の創出に向けた活動を行なった。 
また、「３．研究の方法」で記した(１)～ 

(12)の課題について、以下のような成果を得
た。 
(1) ソフトエネルギーパスやホロニックパス、

ネガワットなどこれまでの議論を整理し、
都市をエネルギーシステムとして捉える
必要性について整理した。 

(2) 都市エネルギーシステムを、需要家が享
受するエネルギーサービスからライフス
タイル、建物・機器の効率、エネルギー
マネジメントシステム等の建物レベルか
ら、都市レベルの発電・熱供給・スマー
トグリッドに至る要素に分解し、それを
システム図として整理した。 

(3) 民生家庭部門、業務部門を対象としてエ
ネルギー需要を推計するモデルの開発を
完了した。本モデルは個々の住宅、業務
施設においてエネルギー需要が決定され
る構造を再現しつつ、年や都市圏の単位
でエネルギー需要の推計を行うことがで
きるものである。エネルギー需要のモデ
ル化手法、データベースの構築手法につ
いて新たな手法を開発した。 

(4) 民生部門エネルギーシステムの最終目的
である「エネルギーサービス」を整理し、
特に東日本大震災以降のエネルギーサー
ビスへの要求の変化についてとりまとめ
た。 

(5) 民生家庭部門・民生業務部門それぞれに
ついて、前者は大阪市・日本全体を対象
に、後者は街区レベルと大阪市全体を対
象に、これまで実施してきたエネルギー
消費削減ロードマップとシミュレーショ
ン結果を整理した。 

(6) 都市エネルギーマネジメント手法を「市
民に対する省エネルギー行動の誘導」、
「建物ストックのエネルギー効率向上」、
「土地利用」、「都市インフラストラクチ
ャーの整備」の 4種に分類し、その内容
を整理した。また、それらを実行する上
で重要となるコ・ベネフィットとして、
景観面での訴求、計画の市民に対する情
報提供を特に取り上げ、海外先進事例を
とりまとめた。 

(7) 近年の重要な動向であるスマートコミュ
ニティに関して、国内 4地域実証や海外
の動向を調査し、再生可能エネルギーの
普及によるエネルギーマネジメントの必
要性について検討をおこなった。加えて、
エネルギー需要の変化、分散型電源の普
及が電力系統（配電線電圧・系統周波数・
電源構成）に及ぼす影響を定量的に評価

した。 
(8) 米国サクラメント公益事業局の再生可能

エネルギー普及、スウェーデンイエテボ
リエネルギー公社のエネルギーサービス
事業を取り上げ、その内容と現地ヒアリ
ングの結果をとりまとめた。 

(9) その他、都市におけるエネルギーマネジ
メントのための政策メニューについて、
海外や東京都などの事例をとりまとめた。 

(10) 都市におけるエネルギー消費実態
の把握における問題点を整理し、その誤
差の大きさについて検討を加えるととも
に、実態をエネルギーフロー図として評
価する手法について検討した。 

(11) カナダバンクーバーの CitiesPlus
（2100 年までの超長期持続可能都市計
画）を分析し、超長期ロードマップが備
えるべき要件について整理した。 

(12) Multi-level Perspective などの社
会システムにおいて構造的な変化を記述
するモデルを日本のエネルギーシステム、
民生部門に適用し、結果に基づいて上記
の通り茨木市に提案を行った。 

 
研究期間中に東日本大震災が発生し、エネ

ルギー問題に関する市民の関心が大きく高
まったことを受け、以上の研究成果を整理し、
研究者、自治体実務者等向けの書籍として執
筆し、2014 年 7月に刊行予定である。 
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